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連結子会社（KNT－CTホールディングス株式会社）が実施する 

第三者割当増資の引受けに関するお知らせ 

 

 

 当社は、本日連結子会社である KNT－CTホールディングス株式会社（以下「KNT－CT」）

が決議しました、第三者割当増資（以下「本件増資」）を下記のとおり引受けることとい

たしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．本件増資の引受けを実施する理由 

   KNT-CT は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響により、令和３年５月１２日付

で公表した「令和３年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」において、純損失２８４

億円を計上し、９６億円の債務超過となっております。 

   KNT-CT では債務超過回避のため第三者割当増資を実施することとし、その一部の引

受けを当社に要請してまいりました。 

当社といたしましては、本件増資が同社の財務基盤の安定と、同社が進める構造改

革及び成長戦略を支える資金となることで、同社の企業価値の維持・向上につながる

ことから、本件増資を引受けることとしました。 

 

２．本件増資の引受けの概要 

(1)払 込 期 日 令和３年６月３０日 

(2)引 受 新 株 式 数 KNT－CT Ａ種種類株式 １５０株 

(3)引 受 価 額 １株につき 100,000,000円 



(4)引 受 価 額 の 総 額 15,000,000,000円 

(5)募 集 又 は 割 当 方 法 

 （ 割 当 予 定 先 ） 

第三者割当の方法により、当社に全てのＡ種種類株式

を割り当てます。 

(6)そ の 他 令和３年６月１６日開催予定の KNT-CT の第 84 回定時

株主総会にて、第三者割当増資及び定款変更に係る各

議案が可決されることを前提とします。 

 ※詳細につきましては、令和３年５月１２日付で KNT-CTが公表した「第三者割当による

種類株式の発行、定款の一部変更ならびに資本金および資本準備金の額の減少に関す

るお知らせ」をご参照ください。 

 

３．KNT－CTホールディングス株式会社の概要 

(1)名 称 KNT－CTホールディングス株式会社 

(2)所 在 地 東京都新宿区西新宿二丁目６番１号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 米田 昭正 

(4)事 業 内 容 旅行事業、グループ全体の経営戦略・経営管理 

(5)資 本 金 80億 41百万円 

(6)設 立 年 月 日 昭和２２年５月２６日 

(7)大株主及び持株比率 近鉄グループホールディングス 53.54%、日本マスタートラ

スト信託銀行 6.95%、近鉄バス 1.75%など 

(8)上場会社と当該会社

との関係 

資本関係 当社による当該会社持株比率は 53.54%となりま

す 

人的関係 当社より１名が当該会社の取締役を兼任してお

ります 

取引関係 当社と当該会社との間にはキャッシュマネジメ

ントシステム等における取引があります 

(9)当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決 算 期 平成 30年 3月期 平成 31年 3月期 令和 2年 3月期 

連 結 純 資 産 25,304百万円 26,950百万円 18,425百万円 

連 結 総 資 産 130,416百万円 141,479百万円 90,630百万円 

１株あたり連結純資産 923.26円 983.82円 672.25円 

連 結 売 上 高 405,172百万円 411,821百万円 385,362百万円 

連 結 営 業 利 益 3,177百万円 2,532百万円 △1,608百万円 

連 結 経 常 利 益 3,342百万円 2,834百万円 △1,415百万円 

親 会 社 株 主 に 帰 属 

す る 当 期 純 利 益 

1,412百万円 1,279百万円 △7,443百万円 

１株当たり連結当期利益 51.71円 46.81円 △272.44円 

１ 株 当 た り 配 当 金 0円 0円 0円 

  ※当該会社の令和３年３月期の連結経営成績及び連結財政状態は本日公表される予定

です。 

 



４．今後の見通し 

本件増資により引受ける株式は、転換権が付されていない種類株式であり、業績に与

える影響は軽微であります。 

 

以上 

 


